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１章 はじめに 

 

本計画書は、「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針の策定について」（総

財務第 75 号平成 26 年 4 月 22 日）で示された「公共施設等総合管理計画の策定にあ

たっての指針」に準拠し、あわせて「インフラ長寿命化基本計画」(平成 25 年 11 月

29 日インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議決定）を参考として策定し

た、本町の「公共施設等総合管理計画書」です。 

寿都町は、長期的展望において人口は減少し、これに伴い歳入の減少が予測されます。

一方、累積した公共施設等（庁舎・校舎・公営住宅等の建築系公共施設、橋梁・上下水

道等のインフラ系公共施設、その他）の数量は膨大であり、これらが時間の経過ととと

もに徐々に老朽化し、その安全性と機能性を確保するための維持管理、更新等に要する

費用は膨大なものとならざるを得ません。 

歳入の減少と費用の増加という現状および将来の見通しを把握し、どのように対処し

ていくべきかを企画するのが、本計画書の目的です。 
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２章 公共施設等の現況 

 

１ 公共施設の保有状況 

 

  施設数、延べ床面積 （１）

 

本町が保有する公共施設は、住宅、学校、庁舎等の建築物では、100 施設、181 棟、

66,919 ㎡となっており、用途別延べ床面積では、公営住宅 22.5％、学校教育系施設

20.4％とこの２つで町有建築物の 42.9％を占めています。 

道路、橋梁等のインフラ系施設では、町道約 86 ㎞、橋梁が約 640ｍ、上水管 74 ㎞、

下水管約 18 ㎞等となっています。 

 

表 ２-1 公共建築物 

施設分類 主な用途 施設数 
小計 

（施設） 
棟数 

小計

（棟） 

延べ床

面積

（㎡） 

小計

（㎡） 
面積割合 

行政系施設 庁舎等 1  1  6  6  2,667  2,667  4.0% 

学校教育系施設 学校 5  
7  

8  
10  

12,771  
13,611  

19.1% 

  その他教育施設 2  2  839  1.3% 

公営住宅 公営住宅 11  11  50  50  15,069  15,069  22.5% 

ｽﾎﾟｰﾂ・ ｽﾎﾟｰﾂ施設 6  

10  

7  

15  

5,355  

7,483  

8.0% 

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設・観光施設 3  6  728  1.1% 

  保養施設 1  2  1,401  2.1% 

町民文化系施設 集会施設 15  
16  

15  
16  

2,228  
6,126  

3.3% 

  文化施設 1  1  3,899  5.8% 

保健・福祉施設 高齢福祉施設 2  2  5  5  3,407  3,407  5.1% 

医療施設 医療施設 2  2  2  2  2,550  2,550  3.8% 

子育て支援施設 幼稚園・保育園・こども園 2  2  2  2  1,903  1,903  2.8% 

産業系施設 産業系施設 3  3  3  3  2,030  2,030  3.0% 

上水道施設 上水道施設 8  8  12  12  1,501  1,501  2.2% 

下水道施設 下水道施設 2  2  2  2  1,397  1,397  2.1% 

その他 その他 36  36  58  58  9,175  9,175  13.7% 

合計 100 施設 181 棟 66,919 ㎡ 100.0% 

 

表 ２-2 インフラ系施設 

分類 内訳 

道路 実延長合計 85,920.9ｍ、道路面積合計（道路部） 1,014,343.3 ㎡ 

橋りょう 実延長合計 643.6ｍ、橋りょう面積合計 3,715.5 ㎡ 

上水道 実延長合計 73,970ｍ 

下水道 実延長合計 17,755ｍ 
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図 ２-1 公共建築物の用途別施設数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-2 公共建築物の用途別棟数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-3 公共建築物の用途別延べ床面積 
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図 ２-4 公共施設の位置（市街地） 
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図 ２-5 公共施設の位置（全町） 
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建築物の築年別状況 （２）

 

現存する建築系公共施設は、最も古いもので明治 10～20 年代に建築されています。

昭和 40 年代後半から昭和 50 年代前半と平成元年以降の２つの時期に多くが建設され

ています。 

赤い縦線は、これより左側が旧耐震基準による建築物を示します。現在の建築系公共

施設の約 63％は新耐震基準による建築です。 

 

図 ２-6 建築系公共施設の築年別延べ床面積 
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インフラ系公共施設の整備年別状況 （３）

 

a．橋梁 

橋梁は延長 643.6ｍ、面積 3,715.5 ㎡です。古いもので昭和 10 年度から整備され

ていますが、多くは平成 8 年度に整備されています。耐用年数（60 年）を経過してい

るものが 49.62 ㎡あります。今後、順次、更新時期を迎えることになります。 

 

図 ２-7 橋りょうの建設年度別面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b．上水道 

上水道管の総延長は 75,720ｍです。1963 年以降に敷設されており、耐用年数（40

年）を経過しているものが 5,670ｍ（約 7.5％）あります。 

 

図 ２-8 上水道の年度別整備延長 
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c．下水道 

下水道管の総延長は 17,755ｍです。1997 年以降に敷設されています。耐用年数

（50 年）を経過しているものはありません。 

 

 

図 ２-9 下水道のの年度別整備延長 
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２ 将来人口の推移 

 

寿都城の人口は、平成 27 年国勢調査速報値で 3,136 人と減少傾向にあります。国

立社会保障・人口問題研究所の推計では、今後も減少を続け、平成 52（2040）年に

は 1,885 人、平成 72（2060）年には 1,214 人になるとされています。 

平成 27 年度策定の「寿都町人口ビジョン」では、総合戦略における施策の効果を勘

案し、総人口は平成 52 年（2040 年）に 2,245 人となり、社人研推計より 360 人

の増加、平成 72 年（2060 年）には、648 人の増加が見込まれています。 

 

図 ２-10 総人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ２-3 総人口の推移（単位：人） 

  

国勢調査 推計 

2010

年 

2015

年 

2020

年 

2025

年 

2030

年 

2035

年 

2040

年 

2045

年 

2050

年 

2055

年 

2060

年 

社人研推計 3,443  3,136  2,850  2,583  2,331  2,100  1,885  1,683  1,505  1,351  1,214  

目標人口 3,443  3,136  2,923  2,731  2,551  2,391  2,245  2,115  2,008  1,926  1,862  

資料：平成 22 年国勢調査、平成 27 年国勢調査速報値、社人研推計、寿都町人口ビジョン 
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３ 財政の状況 

 

歳入の状況 （１）

 

平成 26 年度の普通会計を基に本町の歳入の状況をみると、町税（地方税）が約 259

百万円で、地方交付税が約 1,877 百万円となっています。町税をはじめとする自主財

源は全体の 27.9％となっている反面、地方交付税をはじめとする依存財源は 72.1％と

高い比率となっています。 

 

図 歳入の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 平成 26 年度決算 歳入の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

239  242  233  229  259  

1,376  
1,054  952  1,011  

1,284  

1,738  
1,771  1,831  1,917  

1,877  

1,446  

1,112  

259  
399  

1,094  

392  

379  

180  
196  

345  

175  

185  

164  

280  

619  

80  

74  

67  

68  

48  

0

1,000

2,000

3,000

4,000
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6,000
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（百万円） 

その他依存財源 

都道府県支出金 

国庫支出金 

地方債 

地方交付税 

その他自主財源 

地方税 

自主財源 

1,543百万円 

自主財源 

27.9% 

依存財源 

72.1% 

地方税 

259百万円 

4.7% 

諸収入 

468百万円 

8.5% 

使用料及び手数料 

88百万円 

1.6% 

分担金及び負担金 

6百万円 

0.1% 

繰越金 

28百万円 

0.5% 
繰入金 

652百万円 

11.8% 

その他 
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11.2% 

その他 

48百万円 

0.9% 

歳入総額：5,526百万円 
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歳出の状況 （２）

 

歳出の状況をみると、投資的経費は圧縮されてきていますが、人件費、扶助費等は増

加傾向にあります。 

 

図 歳出の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 平成 26 年度決算 歳出の内訳 
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3.6% 

公債費 

863百万円 

15.8% 

普通建設事業費 

1,897百万円 

34.7% 

物件費 

454百万円 

8.3% 

維持補修費 

99百万円 

1.8% 

補助費等 

757百万円 

13.8% 

繰出金 

509百万円 

9.3% 

積立金 

173百万円 

3.2% 

歳出総額：5,742百万円 



12 

４ 施設の劣化状況調査 

 

調査の目的 （１）

 

既存建築物の劣化による支障が生じた部位等に対して、その修繕措置（大規模修繕又

は部分修繕）の判定を統一的・効率的に行うことにより、修繕の適正な実施に資するこ

とを目的とします。 

 

調査の方法 （２）

 

a．目視調査の内容 

目視で老朽度を判定できる基準である「建築物修繕措置判定手法（財）建築保全セン

ター」に準拠し、目視調査を実施しました。 

建物の壁面 4 面を対象に調査を行い、構造的な欠陥の有無の確認、外壁評価、塗装評

価、シーリング評価及び屋根・屋上防水評価を行いました。 

 

b．調査日時 

平成 27 年 12 月 1 日（火）～12 月 4 日（金） 

 

c．調査時間 

調査所要時間：1 施設 1 時間～3 時間程度。 

 

d．調査対象施設 

全 16 施設となっており、「01：庁舎」1 施設、「03：その他施設」1 施設、「04：

学校」4 施設、「08：保育園」1 施設、「09：給食センター」1 施設、「10：町民プ

ール」1 施設、「17：その他施設」6 施設、「集会施設」1 施設となっています。 

 

表 ２-4 施設区分別施設数 

区分 施設数 

01:庁舎 1 

03:その他施設 1 

04:学校 4 

08:保育園 1 

09:給食センター 1 

10:町民プール 1 

17:その他施設 6 

19:集会施設 1 

総計 16 
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e．現地調査手順 

 

 

 

 

  

屋外
始め

・不同沈下 ・ｱﾙｶﾘ骨材反応
・水平打継部、柱梁の曲げせん断亀裂

・防水層の破断、損傷 ・防水層の端末剥離 ・接合部の剥離
・立上り隅角部の浮き ・表面の劣化 ・ふくれ

・平面部のひび割れ ・伸縮目地の劣化
・立上り部のひび割れ ・植物の繁殖

目視（双眼鏡等）でわかる範囲の屋根の劣化度（塗装の劣化、錆）を判断
・漏水の有無（漏水箇所数）
・錆、塗装の劣化、はがれ等

板金屋根

屋根
・

屋上防水

アスファルト防水（押え工法）

ふくれ、割れ、はがれのみ

ﾓﾙﾀﾙの場合
ア．ふくれ、割れ、はがれ

アスファルト防水（露出工法）

・剥落、浮き（鉄筋腐食に伴った、鉄筋腐食と無関係）
・ひび割れ（鉄筋に沿う、開口部周辺、網状、その他）

イ．変退色、光沢低下、白亜化

外壁ｼｰﾘﾝｸﾞ
調査対象のシーリング長を記入（図面計測）

剥離箇所、破断箇所を立面図に記入

外壁
劣化箇所を立面図に記入

塗仕上外壁
ｺﾝｸﾘｰﾄ打放しの場合

全塗材、複層厚付塗材

構造的欠陥の有無の確認（外観の目視で判定可能なもの）

外壁・屋根：写真撮影
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f．評価方法 

 

①構造的な欠陥の有無の確認 

目視により、不同沈下、アルカリ骨材反応、水平打継部や柱梁の曲げせん断亀裂等の

構造的な欠陥の有無を確認します。 

 

②外壁評価 

外壁の仕上げ別に 2 次判定シートにより、劣化度を判定します。 

【コンクリート打放し外壁】 

コンクリート打放し外壁の 2 次判定シートから、剥落、浮き、ひび割れ及び補修歴により判定する。調

査面の選定は劣化が最も多く認められた面で行う。 

○剥落、浮き 

Ⅰ．鉄筋の腐食に伴った剥落、浮き…見付け面積当たりの発生面積率で評価する。 

Ⅱ．鉄筋の腐食と無関係な剥落、浮き…見付け面積当たりの発生面積率で評価する。 

○ひび割れ 

対象とする亀裂は 0.2mm 以上とし、鉄筋腐食に伴う浮きで拾った箇所は、ひび割れで拾わないなど劣

化箇所を重複しないようにする。 

Ⅲ．鉄筋に沿うひび割れ…ひび割れの長さを合計し長さ１mに換算した時の100㎡あたりの本数で示す。 

Ⅳ．開口部周辺のひび割れ…開口部 10 箇所あたりのひび割れ長さを合計し、長さ１m に換算した時の

本数で示す。 

Ⅴ．網状のひび割れ…見付け面積当たりの発生面積率で評価する。 

Ⅵ．その他のひび割れ…ひび割れの長さを合計し長さ１m に換算した時の 100 ㎡あたりの本数で示す。 

○補修歴 

Ⅶ．補修歴…剥落、浮き、ひび割れに係る補修について、経常修繕の頻度を評価する。（計画修繕は含ま

ない） 

【モルタル塗仕上、タイル張仕上げ外壁】 

モルタル塗仕上げ外壁の２次判定シートから、剥落、はらみ、ひび割れ、浮き箇所の最大値、表面劣化、

補修歴により判定する。調査面は劣化がもっとも多く認められた面で行う。 

○剥落、浮き 

Ⅰ．剥落…調査範囲は壁面全体とし、剥落面積若しくは剥落面積率で評価する。面積評価はその実数、面

積率評価は建物立面上を１㎡グリッド（１㎡角のマス目）に分け、１グリッド内に１箇所でも

剥落が存在する場合は、剥落グリッド１とし、１壁面の総グリッド数に対する剥落グリッド数

の割合により剥落面積率を決定する。 

Ⅱ．はらみ…調査範囲は壁全体とし、剥落と同様にはらみ面積若しくははらみ面積率で評価する。面積評

価はその実数、面積率評価は建物立面上を１㎡グリッド（１㎡角のマス目）に分け、１グリ

ッド内に１箇所でも剥落が存在する場合は、剥落グリッド１とし、１壁面の総グリッド数に

対する剥落グリッド数の割合により剥落面積率を決定する。 

Ⅲ．浮き…はらみ、浮きの最大値を見付け面積とその割合で評価する。 

○ひび割れ 

Ⅴ．ひび割れ…目視により集中したひび割れが１壁面にどのくらい存在するのかで評価する。 

○表面劣化 

Ⅵ．表面劣化…指触や釘ドライバー等によりモルタル表面のもろさ・風化状態を評価する。 

○補修歴 

Ⅶ．補修歴…剥落、浮き、ひび割れ、表面劣化に係る補修について、経常修繕の頻度を評価する。（計画

修繕は含まない） 
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【板状の仕上げ外壁】 

板状の仕上げ材による仕上げの確認すべき事象から、割れ、欠損、はがれについて記録する。調査面は

劣化がもっとも多く認められた面で行う。 

○部材の劣化 

木造部材（柱、梁等）の劣化状態と劣化の程度を記入して発生面積率で評価する。 

○仕上げ材の割れ 

目視により割れが 1 壁面にどのくらい存在するのかで評価する。 

○仕上げ材の欠損 

板状の仕上げ材の一部が欠け損じ、その深さが 20mm 以上であるか又は下地材が露出している状態

が認められる場合、欠損面積若しくは欠損面積率で評価する。 

○仕上げ材のはがれ 

板状の仕上げ材がめくれ、又ははがれ落ちて下地材が露出している状態が認められる場合、発生面

積率で評価する。 

○仕上げ材（金属である物に限る）の腐食 

金属である板状の仕上げ材に錆が認められ、欠損（穴あき）に至るおそれのある状態が認められる

場合、発生面積率で評価する。 

【ブロック表し外壁】 

ブロック表し外壁 2 次判定シートから、コンクリート部材及びブロック壁面の剥落・浮き、ひび割れ

により判定する。調査面は劣化が最も多く認められた面で行う。 

○剥落、浮き 

Ⅰ．鉄筋の腐食に伴った剥落、浮き…見付け面積当たりの発生面積率で評価する。 

Ⅱ．鉄筋の腐食と無関係な剥落、浮き…見付け面積当たりの発生面積率で評価する。 

○ひび割れ 

Ⅲ．鉄筋に沿うひび割れ…ひび割れの長さを合計した長さ 1ｍに換算した時の 100 ㎡あたりの本数で

示す。 

Ⅳ．ｺﾝｸﾘｰﾄ部材のひび割れ…臥梁、基礎梁、柱、梁で該当する部位ごとに点数をつけ、その平均を評

価する。 

Ⅴ．ブロック壁体のひび割れ…外壁 4 面のうち該当する面ごとに点数をつけ、その平均で評価する。 

○補修歴 

Ⅵ．補修回数…剥落、浮き、ひび割れ等に係る補修について、経常修繕の頻度を評価する。（計画修繕

は含まない） 

 

③塗装評価 

塗仕上げ外壁の 2 次判定シートから、劣化デグリー、劣化面積率及び分布率により判

定します。 

 

④シーリング評価 

外壁シーリングの 2 次判定シートから、破断長及び剥離長をスケール等で実測し、調

査したシーリング長と劣化しているシーリング長の割合の平均で評価します。 

 

⑤屋根・屋上防水評価 

屋上防水の 2 次判定シートから、劣化度、劣化の程度、改修後の経過年数により判定

します。今回の調査では、容易に屋上に立ち入れる範囲を調査対象とします。 
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⑥判定フロー 

  
仕上げ別劣化度判定フロー（打放し外壁・ﾓﾙﾀﾙ外壁）

外壁評価 塗装評価 ｼｰﾘﾝｸﾞ評価

内容 ランク
（）はﾓﾙﾀﾙの場合

大規模 大規模修繕（要調査） E（D）

大規模 大規模修繕（要調査） E（D）

大規模 部分修繕 部分修繕 大規模修繕（要調査） E（D）

維持保全 大規模修繕（要調査） E（D）

E（D）
（）はﾓﾙﾀﾙの場合 大規模 大規模修繕（要調査） E（D）

維持保全 部分修繕 大規模修繕（要調査） E（D）

維持保全 大規模修繕（要調査） E（D）

大規模 部分修繕、全面塗装、全面ｼｰﾙ打替 C

大規模 部分修繕 部分修繕、全面塗装 C

維持保全 部分修繕、全面塗装 C

C

大規模 部分修繕、全面ｼｰﾙ打替 B

部分修繕 部分修繕 部分修繕 部分修繕 B

維持保全 部分修繕 B

B，C B

大規模 部分修繕、全面ｼｰﾙ打替 B

維持保全 部分修繕 部分修繕 B

維持保全 部分修繕 B

B

大規模 部分修繕、全面塗装、全面ｼｰﾙ打替 C

大規模 部分修繕 部分修繕、全面塗装 C

維持保全 部分修繕、全面塗装 C

C

大規模 部分修繕、全面ｼｰﾙ打替 B

維持保全 部分修繕 部分修繕 部分修繕 B

維持保全 部分修繕 B

A，B，C B

大規模 部分修繕、全面ｼｰﾙ打替 B

維持保全 部分修繕 部分修繕 B

維持保全 維持保全 A

A，B
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仕上げ別劣化度判定フロー（CB表し外壁・無塗装外壁）

外壁評価 塗装評価 ｼｰﾘﾝｸﾞ評価

内容 ランク
（）はタイル張等

大規模 大規模修繕（要調査） E（D）

大規模 大規模修繕（要調査） E（D）

大規模 部分修繕 部分修繕 大規模修繕（要調査） E（D）

維持保全 大規模修繕（要調査） E（D）

E（D）

大規模 大規模修繕（要調査） E（D）

維持保全 部分修繕 大規模修繕（要調査） E（D）

維持保全 大規模修繕（要調査） E（D）

大規模 大規模修繕（要調査） E（D）

なし 部分修繕 大規模修繕（要調査） E（D）

維持保全 大規模修繕（要調査） E（D）

大規模 部分修繕、全面塗装、全面ｼｰﾙ打替 C

大規模 部分修繕 部分修繕、全面塗装 C

維持保全 部分修繕、全面塗装 C

C

大規模 部分修繕、全面ｼｰﾙ打替 B

部分修繕 部分修繕 部分修繕 部分修繕 B

維持保全 部分修繕 B

B，C B

大規模 部分修繕、全面ｼｰﾙ打替 B

維持保全 部分修繕 部分修繕 B

維持保全 部分修繕 B

B

大規模 部分修繕、全面ｼｰﾙ打替 B

なし 部分修繕 部分修繕 B

維持保全 部分修繕 B

B

大規模 部分修繕、全面塗装、全面ｼｰﾙ打替 C

大規模 部分修繕 部分修繕、全面塗装 C

維持保全 部分修繕、全面塗装 C

C

大規模 部分修繕、全面ｼｰﾙ打替 B

維持保全 部分修繕 部分修繕 部分修繕 B

維持保全 部分修繕 B

A，B，C B

大規模 部分修繕、全面ｼｰﾙ打替 B

維持保全 部分修繕 部分修繕 B

維持保全 維持保全 A

A，B

大規模 部分修繕、全面ｼｰﾙ打替 B

なし 部分修繕 部分修繕 B

維持保全 維持保全 A

A，B
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g．調査結果の分類 

現地調査の結果は、外壁の種類に応じた劣化度判定フローに示すとおり、劣化の程度

毎に４段階に分類し整理を行いました。 

修繕の必要性が最も低いものから順に「Ａ」～「C」、大規模修繕が必要なものを「Ｅ

（D）」とします。 

ランク「Ａ」    補修の必要がない 

ランク「Ｂ」    外壁、塗装の部分補修またはシーリング部の補修が必要 

ランク「Ｃ」    塗装が劣化、全面塗装が必要 

ランク「E（D）」 外壁及び構造体が劣化、大規模修繕が必要 

（モルタル、タイル、板状の仕上げ外壁等のため構造体の劣化状況が確認できない） 

 

劣化状況調査結果 （３）

 

a．施設全体の劣化状況 

劣化状況調査対象 16 施設のうち、大規模修繕が必要な「E（D）ランク」は 3 施設

（18.8％）、全面塗装が必要とされる「C ランク」は 1 施設（6.3％）、各部の部分補

修が必要とされる「B ランク」は 9 施設（56.3％）、当面修繕の必要性がない「A ラ

ンク」は 3 施設（18.8％）となっています。 

また、修繕の必要性がある「E（D）」から「B」ランクの施設数が 13 施設となって

おり、対象施設の 81.3％を占めています。 

 

表 ２-5 劣化度ランク別施設数 

ランク 施設数 構成比  修繕の必要性 

Ａ 3 18.8% 補修の必要がない 

Ｂ 9 56.3% 外壁、塗装の部分補修またはシーリング部の補修が必要 

Ｃ 1 6.3% 塗装が劣化、全面塗装が必要 

Ｅ（Ｄ） 3 18.8% 
外壁及び構造体が劣化、大規模修繕が必要（モルタル、タイル、板状の仕上げ外

壁等のため構造体の劣化状況が確認できない） 

合計 16 100.0%   

 

 

b．建設年度別劣化状況 

建設年度別の劣化状況の割合をみると、昭和 55 年以前に建設された施設は修繕の必

要性がある「E（D）～B」ランクの施設が 8 施設のうち 6 施設となっており、そのう

ち 3 施設が大規模修繕の必要性がある「E（D）」ランクとなっています。これは、大

規模修繕が必要とされる 3 施設すべてが 04：学校施設であり、さらにそのうち 2 つの

学校が廃校となっている施設であるため、建設年が経過しているとともに日常的な管理

がされていないためだと考えられます。 

また、昭和 56 年以降に建設された施設は 8 施設のうち 7 施設が部分補修の必要があ

る「B」ランクとなっています。 
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図 ２-11 建設年度別劣化状況 

 

 

表 ２-6 建設年度別劣化状況 

  A B C E（D） 総計 

S55 以前 
2 2 1 3 8 

25.0% 25.0% 12.5% 37.5% 100.0% 

S56 以降 
1 7 0 0 8 

12.5% 87.5% 0.0% 0.0% 100.0% 

総計 3 9 1 3 16 

  18.8% 56.3% 6.3% 18.8% 100.0% 

 

 

表 ２-7 建設年度別劣化状況 

 
Ａ Ｂ Ｃ Ｅ（Ｄ） 総計 

昭和 49 年 1 1     2 

昭和 51 年   1     1 

昭和 52 年       1 1 

昭和 54 年 1       1 

昭和 55 年     1 2 3 

昭和 59 年   1     1 

昭和 60 年   1     1 

平成 2 年   1     1 

平成 3 年 1       1 

平成 4 年   1     1 

平成 5 年   1     1 

平成 7 年   2     2 

総計 3 9 1 3 16 

 

 

 

  

25.0% 

87.5% 

56.3% 

12.5% 

6.3% 

37.5% 

18.8% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

S55以前 

S56以降 

総計 

A B C E（D） 
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c．施設区分別劣化状況 

施設区分別劣化状況をみると、04：学校の「E（D）」ランクが 4 施設のうち 3 施設

と多くなっています。劣化度ランク別にみても大規模修繕が必要とされる「E（D）」ラ

ンクのすべてが 04：学校の 3 施設となっています。 

次に全面塗装が必要とされる「C」ランクの施設は 09：給食センターの 1 施設とな

っており、部分補修が必要とされる「B」ランクの施設は、調査対象施設の中でもっと

も多く 9 施設（56.3％）を占めています。 

 

 

 

図 ２-12 施設区分別劣化状況 
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表 ２-8 施設区分別劣化状況 

区分 Ａ Ｂ Ｃ Ｅ（Ｄ） 総計 

01:庁舎 1 0 0 0 1 

03:その他施設 1 0 0 0 1 

04:学校 1 0 0 3 4 

08:保育園 0 1 0 0 1 

09:給食センター 0 0 1 0 1 

10:町民プール 0 1 0 0 1 

17:その他施設 0 6 0 0 6 

19:集会施設 0 1 0 0 1 

総計 3 9 1 3 16 

  18.8% 56.3% 6.3% 18.8% 100.0% 

 

 

表 ２-9 劣化度ランク別施設区分 

劣化度

ランク 
01:庁舎 

03:その

他施設 
04:学校 

08:保育

園 

09:給食

センター 

10:町民

プール 

17:その

他施設 

19:集会

施設 
総計 

Ａ 
1 1 1 0 0 0 0 0 3 

33.3% 33.3% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

Ｂ 
0 0 0 1 0 1 6 1 9 

0.0% 0.0% 0.0% 11.1% 0.0% 11.1% 66.7% 11.1% 100.0% 

Ｃ 
0 0 0 0 1 0 0 0 1 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

Ｅ（Ｄ） 
0 0 3 0 0 0 0 0 3 

0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

総計 
1 1 4 1 1 1 6 1 16 

6.3% 6.3% 25.0% 6.3% 6.3% 6.3% 37.5% 6.3% 100.0% 
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d．構造別劣化状況 

構造別劣化状況をみると、鉄骨鉄筋コンクリート造は 3 施設すべてが部分修繕の必要

な「B」ランクの施設となっています。また、鉄骨造の 3 施設もすべて「B」ランクと

なっています。 

鉄筋コンクリート造は大規模修繕の必要がある「E（D）」ランクの施設が 3 施設あ

り、全面塗装が必要とされる「C」ランクも 1 施設あります。 

 

図 ２-13 構造別劣化状況 

 

 

表 ２-10 構造別劣化状況 

構造 Ａ Ｂ Ｃ Ｅ（Ｄ） 総計 

01:A・鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ   3     3 

  0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

02:B・鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 3 3 1 3 10 

  30.0% 30.0% 10.0% 30.0% 100.0% 

10:K・鉄骨造   3     3 

  0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

総計 3 9 1 3 16 

  18.8% 56.3% 6.3% 18.8% 100.0% 

   

30.0% 

18.8% 

100.0% 

30.0% 

100.0% 

56.3% 

10.0% 

6.3% 

30.0% 

18.8% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

01:A・鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 

02:B・鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 

10:K・鉄骨造 

総計 

Ａ Ｂ Ｃ Ｅ（Ｄ） 
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e．調査結果の概要 

調査対象施設全体で大規模修繕の必要性がある「E（D）」ランクの施設は 3 施設

（18.8％）となっており、すべて鉄筋コンクリート造であり、施設区分はすべて「04：

学校」となっています。建設年度をみると、新耐震基準前の昭和 55 年以前に建設され

た施設が 8 施設（50.0％）となっています。 

全面塗装が必要な「C」ランクの施設は旧給食センターの 1 施設（6.3％）となって

おり、新耐震基準前の昭和 55 年以前に建設されています。外壁、塗装、シーリング部

の部分修繕が必要とされる「B」ランクの施設は 9 施設（56.3％）ともっとも多く、鉄

骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造、鉄骨造がそれぞれ 3 施設（8.3％）ずつ

となっています。建設年をみると、「69 寿都町ファミリー体育館」と「3 寿都保育園」

の 2 施設が新耐震基準前の昭和 55 年以前に建設されています。 

 

表 ２-11 建設年度別劣化状況施設の概要 

  № Ａ Ｂ Ｃ Ｅ（Ｄ） 

昭和 49 年 69   寿都町ファミリー体育館     

  157 寿都町庁舎       

昭和 51 年 3   寿都保育園     

昭和 52 年 75       寿都中学校（校舎・体育館） 

昭和 54 年 7 寿都町葬祭場       

昭和 55 年 55       旧湯別小学校 

  56       旧樽岸小学校 

  70     旧給食センター   

昭和 59 年 25   寿都町高齢者センター     

昭和 60 年 33   町民スキー場（休憩所）     

平成 2 年 88   寿都浄水場     

平成 3 年 73 潮路小学校（校舎・体育館）       

平成 4 年 21   ヒラメ中間育成センター     

平成 5 年 32   寿都町民プール     

平成 7 年 12   寿都温泉 ゆべつのゆ     

  68   寿都町総合文化センター     

 

表 ２-12 施設区分別劣化状況施設の概要 

区分 № Ａ Ｂ Ｃ Ｅ（Ｄ） 

01:庁舎 157 寿都町庁舎       

03:その他施設 7 寿都町葬祭場       

04:学校 55       旧湯別小学校 

  56       旧樽岸小学校 

  73 潮路小学校       

  75       寿都中学校 

08:保育園 3   寿都保育園     

09:給食センター 70     旧給食センター   

10:町民プール 32   寿都町民プール     

17:その他施設 33   町民スキー場（休憩所）     

  69   寿都町ファミリー体育館     

  88   寿都浄水場     

  12   寿都温泉 ゆべつのゆ     

  21   ヒラメ中間育成センター     

  25   寿都町高齢者センター     

19:集会施設 68   寿都町総合文化センター     
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５ 建築系公共施設の利用状況 

 

以下に過去３年間の建築系公共施設の利用状況を示します。概ね横這いで推移してい

ます。旧樽岸小学校は廃校となり、現在は合宿所として利用されています。 

 

表 ２-14 利用状況の推移 

施設分類   施設名称 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 

学校教育系施設 教員・生徒数 寿都町立寿都小学校 102  106  103  

    寿都町立潮路小学校 55  60  58  

  利用人数 旧樽岸小学校 80  95  170  

ｽﾎﾟｰﾂ･ 延人数 寿都町民プール 4,580  4,425  4,397  

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設   寿都町民スキー場 2,699  2,716  2,246  

    寿都温泉ゆべつのゆ 102,030  103,570  107,532  

町民文化系施設 延人数 寿都町総合文化センター 16,825  17,143  18,967  

    文化センター内図書室 6,653  6,486  6,012  

    文化センター内文化財展示室 1,531  1,146  1,860  

行政系施設 職員数 役場庁舎 70  71  74  

その他の施設 利用件数 寿都葬祭場 57  54  54  

 

図 ２-14 学校教育系施設の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-15 スポーツ・レクリエーション系施設の利用状況 
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図 ２-16 町民文化系施設の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-17 行政系施設の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-18 その他の施設の利用状況 
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３章 住民意向の特性 

 

１ 調査の目的と方法 

 

アンケート調査の目的 （１）

 

これからの公共施設のあり方に関するアンケートは、公共施設の利用状況や満足度に

ついて伺い、利用実態を把握するとともに、公共施設等の削減・集約化に向けた方針及

び維持管理方針についての意向を把握することを目的とします。 

 

配布回収方法、調査期間 （２）

 

1 月 13 日に郵送により配布し、回収期限を 1 月 31 日としました。 

 

調査対象、回収率 （３）

 

住民基本台帳から 1,000 人を無作為抽出し対象としました。回収数は 424 票で、回

収率は 42.4％となりました。 

 

２ 回答者自身のことについて 

 

回答者の年齢は、構成比が高い順に、「40 歳代」が 18.5％、「30 歳代」が 17.8％

「50 歳代」が 14.9％、「60 歳代」及び「70 歳以上」が 14.7％となっています。 

回答者の性別は、構成比が高い順に、「女性」が 51.8％、「男性」が 48.2％となって

います。 

回答者の居住地区は、構成比が高い順に、「本町」が 68.5％、「歌棄町」が 19.9％、

「樽岸町」が 7.8％、「磯谷町」が 3.8％となっています。 

回答者の職業は、構成比が高い順に、「会社員」が 19.0％、「無職」が 16.0％、「専

業主婦・専業主夫」が 12.9％、「パート・アルバイト」が 11.9％となっています。 

回答者の居住年数は、構成比が高い順に、「10 年以上」が 76.3％、「１年以上５年未

満」が 10.9％、「５年以上 10 年未満」が 9.2％、「１年未満」が 3.6％となっていま

す。 
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３ 公共施設の利用頻度や満足度について 

 

利用頻度 （１）

 

利用頻度が高い（「ほぼ毎日」と「週に数回程度」の合計の割合が高い）のは、高い

順にスポーツ・レクリエーション系施設 15.2％、子育て支援施設 8.5％、行政系施設

7.9％となっています。一方、利用頻度が低い（「利用したことがない」と「ほとんど利

用したことがない」の合計の割合が高い）のは、子育て支援施設 82.2％、産業系施設

80.5％、学校系施設 75.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ほぼ毎日 
週に数回

程度 

月に数回

程度 

年に数回

程度 

ほとんど

利用した

ことがな

い 

利用した

ことがな

い 

合計 

①行政系施設 23  9  37  157  90  87  403  

  5.7% 2.2% 9.2% 39.0% 22.3% 21.6% 100.0% 

②学校系施設 19  7  21  52  107  192  398  

  4.8% 1.8% 5.3% 13.1% 26.9% 48.2% 100.0% 

③スポーツ・ 19  43  69  118  57  102  408  

レクリエーション系施設 4.7% 10.5% 16.9% 28.9% 14.0% 25.0% 100.0% 

④町民文化系施設 6  14  68  145  92  84  409  

  1.5% 3.4% 16.6% 35.5% 22.5% 20.5% 100.0% 

⑤医療施設 5  8  62  194  72  66  407  

  1.2% 2.0% 15.2% 47.7% 17.7% 16.2% 100.0% 

⑥子育て支援施設 23  11  14  23  69  258  398  

  5.8% 2.8% 3.5% 5.8% 17.3% 64.8% 100.0% 

⑦産業系施設 2  9  14  53  92  231  401  

  0.5% 2.2% 3.5% 13.2% 22.9% 57.6% 100.0% 

 

 

  

5.7  

4.8  

4.7  

1.5  

1.2  

5.8  

0.5  

2.2  

1.8  

10.5  

3.4  

2.0  

2.8  

2.2  

9.2  

5.3  

16.9  

16.6  

15.2  

3.5  

3.5  

39.0  

13.1  

28.9  

35.5  

47.7  

5.8  

13.2  

22.3  

26.9  

14.0  

22.5  

17.7  

17.3  

22.9  

21.6  

48.2  

25.0  

20.5  

16.2  

64.8  

57.6  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①行政系施設 

②学校系施設 

③ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 

④町民文化系施設 

⑤医療施設 

⑥子育て支援施設 

⑦産業系施設 

ほぼ毎日 週に数回程度 月に数回程度 

年に数回程度 ほとんど利用したことがない 利用したことがない 
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満足度 （２）

 

全ての施設で、「満足傾向」の割合が、「不満傾向」の割合を上回っています。 

「満足傾向」の割合が高いのは、高い順に、スポーツ・レクリエーション系施設 45.9％、

医療施設 43.9％、町民文化系施設 37.2％となっています。一方、「不満傾向」の割合

が高いのは、医療施設 13.2％、行政系施設 8.9％、町民文化系施設 6.9％、スポーツ・

レクリエーション系施設 5.6％となっています。 

「わからない」については、子育て支援施設で 65.5％、産業系施設で 64.6％、学校

系施設で 55.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

とても満

足してい

る 

やや満足

している 

どちらと

もいえな

い 

やや不満

がある 

とても不

満である 

わからな

い 
合計 

①行政系施設 36  70  129  26  8  114  383  

  9.4% 18.3% 33.7% 6.8% 2.1% 29.8% 100.0% 

②学校系施設 26  51  79  6  1  207  370  

  7.0% 13.8% 21.4% 1.6% 0.3% 55.9% 100.0% 

③スポーツ・ 66  114  84  16  6  106  392  

レクリエーション系施設 16.8% 29.1% 21.4% 4.1% 1.5% 27.0% 100.0% 

④町民文化系施設 43  102  105  23  4  113  390  

  11.0% 26.2% 26.9% 5.9% 1.0% 29.0% 100.0% 

⑤医療施設 56  113  87  38  13  78  385  

  14.5% 29.4% 22.6% 9.9% 3.4% 20.3% 100.0% 

⑥子育て支援施設 24  36  57  9  2  243  371  

  6.5% 9.7% 15.4% 2.4% 0.5% 65.5% 100.0% 

⑦産業系施設 20  33  66  8  5  241  373  

  5.4% 8.8% 17.7% 2.1% 1.3% 64.6% 100.0% 

 

  

9.4  

7.0  

16.8  

11.0  

14.5  

6.5  

5.4  

18.3  

13.8  

29.1  
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29.4  

9.7  

8.8  

33.7  

21.4  

21.4  

26.9  

22.6  

15.4  

17.7  

6.8  

1.6  

4.1  

5.9  

9.9  

2.4  

2.1  

2.1  

0.3  

1.5  

1.0  

3.4  

0.5  

1.3  

29.8  

55.9  

27.0  

29.0  

20.3  

65.5  

64.6  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①行政系施設 

②学校系施設 

③ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 

④町民文化系施設 

⑤医療施設 

⑥子育て支援施設 

⑦産業系施設 

とても満足している やや満足している どちらともいえない 

やや不満がある とても不満である わからない 
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公共施設を利用しない理由 （３）

 

公共施設を利用しない理由は、「生活上、必要がない」が圧倒的に多く、その他は多

い順に「利用時間が合わない」「施設のある場所が不便」「サービスに魅力がない」「施

設があることを知らない」などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

生活

上、必

要がな

い 

サービ

スに魅

力がな

い 

施設の

ある場

所が不

便 

利用時

間が合

わない 

利用

料金

が高

い 

施設が

あるこ

とを知

らない 

民間

の施

設を

利用

して

いる 

他の市

町村や

国、道

の施設

を利用

してい

る 

その他 
有効 

回答数 

全体   281  30  31  39  1  22  10  16  18  372  

    75.5% 8.1% 8.3% 10.5% 0.3% 5.9% 2.7% 4.3% 4.8% 100.0% 

年齢別 10 歳代 28  0  3  4  0  1  1  0  4  36  

    77.8% 0.0% 8.3% 11.1% 0.0% 2.8% 2.8% 0.0% 11.1% 100.0% 

  20 歳代 32  9  6  8  0  3  0  4  1  40  

    80.0% 22.5% 15.0% 20.0% 0.0% 7.5% 0.0% 10.0% 2.5% 100.0% 

  30 歳代 54  9  9  6  0  9  2  2  2  63  

    85.7% 14.3% 14.3% 9.5% 0.0% 14.3% 3.2% 3.2% 3.2% 100.0% 

  40 歳代 52  6  3  10  0  6  5  3  2  73  

    71.2% 8.2% 4.1% 13.7% 0.0% 8.2% 6.8% 4.1% 2.7% 100.0% 

  50 歳代 49  2  2  6  0  1  1  2  4  62  

    79.0% 3.2% 3.2% 9.7% 0.0% 1.6% 1.6% 3.2% 6.5% 100.0% 

  60 歳代 42  3  4  5  0  1  1  4  2  55  

    76.4% 5.5% 7.3% 9.1% 0.0% 1.8% 1.8% 7.3% 3.6% 100.0% 

  70 歳以上 24  1  4  0  1  1  0  1  3  43  

    55.8% 2.3% 9.3% 0.0% 2.3% 2.3% 0.0% 2.3% 7.0% 100.0% 

居住地区別 本町 194  17  12  26  1  18  7  9  16  253  

    76.7% 6.7% 4.7% 10.3% 0.4% 7.1% 2.8% 3.6% 6.3% 100.0% 

  樽岸町 22  1  0  0  0  1  2  1  0  28  

    78.6% 3.6% 0.0% 0.0% 0.0% 3.6% 7.1% 3.6% 0.0% 100.0% 

  歌棄町 59  12  18  12  0  2  1  4  2  79  

    74.7% 15.2% 22.8% 15.2% 0.0% 2.5% 1.3% 5.1% 2.5% 100.0% 

  磯谷町 5  0  1  1  0  1  0  2  0  11  

    45.5% 0.0% 9.1% 9.1% 0.0% 9.1% 0.0% 18.2% 0.0% 100.0% 

 

 

  

75.5  

10.5  

8.3  

8.1  

5.9  

4.3  

2.7  

0.3  

4.8  

0% 20% 40% 60% 80%

生活上、必要がない 

利用時間が合わない 

施設のある場所が不便 

サービスに魅力がない 

施設があることを知らない 

他の市町村や国、道の施設を利用している 

民間の施設を利用している 

利用料金が高い 

その他 
N=372 
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４ 今後の公共施設のあり方について 

 

今後の公共施設の数（量）について （１）

 

今後の公共施設の数（量）については、多い順に、「人口や財政の規模、町民ニーズ

に見合った施設の数に減らしていくべき」37.8％、「必要性が低い施設や利用者が少な

い施設は、積極的に減らしていくべき」22.9％、「今ある公共施設は全て必要なので、

現状の数を維持していくべき」21.7％などとなっており、減らすべきとする意見が約６

割を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3.6  21.7  37.8  22.9  12.3  1.7  
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今ある公共施設では足りないので、積極的に増やしていくべき 

今ある公共施設は全て必要なので、現状の数を維持していくべき 

人口や財政の規模、市民ニーズに見合った施設の数に減らしていくべき 

必要性が低い施設や利用者が少ない施設は、積極的に減らしていくべき 

わからない 

その他 
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残していくべき公共施設 （２）

 

残していくべき公共施設は、多い順に、「利用者の多い（稼働率が高い）施設」61.3％、

「年齢や団体等に関係なく、様々な立場の町民が利用する施設」50.5％、「何にでも幅

広く使える施設」30.4％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

利用者

の多い

（稼働

率が高

い）施

設 

維持管

理や運

営の費

用が少

ない施

設 

最近建

てられ

た新し

い施設 

古くて

歴史の

ある施

設 

年齢や

団体等

に関係

なく、

様々な

立場の

町民が

利用す

る施設 

公共、

民間を

問わ

ず、近

くに同

じサー

ビスを

提供す

る施設

が無い

施設 

何にで

も幅広

く使え

る施設 

耐震性

の高い

安全な

施設 

その

他 

有効 

回答数 

全体   260  36  42  41  214  53  129  40  7  424  

    61.3% 8.5% 9.9% 9.7% 50.5% 12.5% 30.4% 9.4% 1.7% 100.0% 

年齢別 10 歳代 28  1  4  6  19  4  10  5  1  39  

    71.8% 2.6% 10.3% 15.4% 48.7% 10.3% 25.6% 12.8% 2.6% 100.0% 

  20 歳代 26  1  6  4  27  6  12  4  0  43  

    60.5% 2.3% 14.0% 9.3% 62.8% 14.0% 27.9% 9.3% 0.0% 100.0% 

  30 歳代 52  1  6  11  40  15  23  6  3  75  

    69.3% 1.3% 8.0% 14.7% 53.3% 20.0% 30.7% 8.0% 4.0% 100.0% 

  40 歳代 53  9  9  5  31  13  23  8  2  78  

    67.9% 11.5% 11.5% 6.4% 39.7% 16.7% 29.5% 10.3% 2.6% 100.0% 

  50 歳代 42  9  2  5  35  4  25  4  1  63  

    66.7% 14.3% 3.2% 7.9% 55.6% 6.3% 39.7% 6.3% 1.6% 100.0% 

  60 歳代 37  3  8  3  29  8  19  2  0  62  

    59.7% 4.8% 12.9% 4.8% 46.8% 12.9% 30.6% 3.2% 0.0% 100.0% 

  70 歳以上 22  12  7  7  33  3  16  10  0  62  

    35.5% 19.4% 11.3% 11.3% 53.2% 4.8% 25.8% 16.1% 0.0% 100.0% 

居住地区別 本町 181  26  29  17  147  46  91  27  5  289  

    62.6% 9.0% 10.0% 5.9% 50.9% 15.9% 31.5% 9.3% 1.7% 100.0% 

  樽岸町 18  3  3  4  20  1  9  1  0  33  

    54.5% 9.1% 9.1% 12.1% 60.6% 3.0% 27.3% 3.0% 0.0% 100.0% 

  歌棄町 55  4  9  18  39  6  23  11  2  84  

    65.5% 4.8% 10.7% 21.4% 46.4% 7.1% 27.4% 13.1% 2.4% 100.0% 

  磯谷町 5  3  1  2  8  0  5  1  0  16  

    31.3% 18.8% 6.3% 12.5% 50.0% 0.0% 31.3% 6.3% 0.0% 100.0% 
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利用者の多い（稼働率が高い）施設 

年齢や団体等に関係なく、様々な立場の町民が利用する施設 

何にでも幅広く使える施設 

公共、民間を問わず、近くに同じサービスを提供する施設… 

最近建てられた新しい施設 

古くて歴史のある施設 

耐震性の高い安全な施設 

維持管理や運営の費用が少ない施設 

その他 
N=424 
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町の公共施設に対する取り組みについて （３）

 

町の公共施設に関する取り組みについては、「賛成である」42.3％、「どちらかといえ

ば賛成である」50.0％、「どちらかといえば反対である」6.9％、「反対である」0.7％

となっており、ほぼ賛成を得られています。 
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賛成である どちらかと言えば賛成である 

どちらかと言えば反対である 反対である 
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４章 ＬＣＣの算出及び将来更新費用の推計 

 

更新費用の推計にあたっては、総務省による更新費用試算ソフト（Excel2007 形式）

を自治体 PFI／PPP 調査研究会における検討結果を踏まえて改修した、「公共施設等更

新費用試算ソフト(Ver.2.10)」を使用しました。 

現在の建築系公共施設、インフラ系公共施設を保有し続けた場合の、今後 40 年間の

更新にかかる費用を、シミュレーションにより推計します。 

 

 

１ 建築系公共施設のＬＣＣ 

 

前提条件 （１）

 

更新年数経過後に現在と同じ延床面積で更新すると仮定します。延床面積に建替単価

を乗じることにより、更新費用を推計します。 

 

・今後新たな建設は行わない。 

・建設後 60 年で建替を実施する。建替期間は 3 年とする。更新費は建設費と同額と

する。単年度に負担が集中しないように建て替え時は費用を３年間に分割する 

・建設後 40 年で大規模改修を実施する。修繕期間は 2 年とする。改修時の費用は 2

年間に分割する。 

・物価変動による改修時、更新時の再調達価格の変動は無視する。 

・大規模改修および建替単価はつぎのとおりとする。 

 

表 ４-1 大規模改修および建替単価（単位：万円/㎡） 

大分類 大規模改修 建替 

町民文化系施設 25 40 

社会教育系施設 25 40 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 20 36 

産業系施設 25 40 

学校教育系施設 17 33 

子育て支援施設 17 33 

保健・福祉施設 20 36 

医療施設 25 40 

行政系施設 25 40 

公営住宅 17 28 

公園 17 33 

供給処理施設 20 36 

その他 20 36 
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シミュレーション結果 （２）

 

a．年当たりの平均費用 

次図は過去 5 年間の建築系公共施設全体に対する投資的経費の実績（2010～2014

年度までの表示）と、今後 40 年間にかかると予想される更新費用の推計値（2015 年

度以降の表示）です。 

今後 40 年間、現在あるすべての公共施設約 6.4 万㎡を保有し続けた場合にかかる更

新費用は 250.0 億円となり、年平均では 6.2 億円となります。過去 3 年間の投資的経

費の実績（既存更新分及び新規整備分）は年平均 5.22 億円（グラフ中オレンジの水平

線）ですが、これの 1.2 倍に相当します。 

 

b．ピーク 

まず 2025 年前後に大規模改修等によるピークがやってきます。その後比較的費用の

かからない期間が続きますが、2035 年に入ると建替による第 2 のピークが訪れ、費用

のかかる年度が連続するようになります。 

 

c．費用内訳 

今後 10 年間に「築 31 年以上 50 年未満の公共施設の大規模改修」にまとまった費

用が必要になります※。また今後 30 年間に「大規模改修」にかかる費用も一定の割合

を占めるようになります。約 20 年後以降から「建替え」に対する費用が多くを占める

ようになります。 

 

※大規模改修が実施されなければならない築後 30 年を、現時点ですでに経過している施設が存在

します。改修はすぐに実施することになりますが、ここでは改修費用の総額を今後 10 年間に割り振

っています。 

 

現状のままでは、全ての施設を大規模改修・建替していくことは困難であることが想

定されます。特定の期間に多くの費用がかかることを防ぐための、費用の平準化、大規

模改修・建替費用を下げるための、保有施設総量の削減を図ることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

実績値      推計値 
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２ 道路のＬＣＣ 

 

前提条件 （１）

 

道路整備面積を更新年数で割った面積を、1 年間の舗装部分更新量と仮定し、これに

更新単価を乗じることにより、更新費用を推計します。 

 

・今後新たな整備は行わない。 

・舗装の耐用年数を 15 年とし、道路の全整備面積をこの 15 年で割った面積の舗装

部分を毎年度更新していくと仮定する。 

・更新単価は、4,700 円/㎡とする。 

 

 

シミュレーション結果 （２）

 

40 年間にかかる費用総額は 127.1 億円で、年当たりでは 3.2 億円です。全道路面

積の 15 分の 1 を毎年更新するため、毎年必要な費用は一定になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

実績値 推計値 
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３ 橋梁のＬＣＣ 

 

前提条件 （１）

 

橋りょう面積に更新単価を乗じることにより、更新費用を推計します。 

 

・今後新たな整備は行わない。 

・整備した年度から法定耐用年数の 60 年を経た年度に更新すると仮定する。 

・更新単価はつぎのとおりとする。 

  PC 橋：425 千円/㎡ 

  RC 橋：425 千円/㎡ 

  鋼橋：500 千円/㎡ 

  木橋その他：425 千円/㎡ 

 

 

 

シミュレーション結果 （２）

 

40 年間にかかる費用総額は 6.6 億円で、年当たりでは 0.2 億円です。2031 年ごろ

に大きなピークが訪れますが、その他にも突出した年度があり、期間を通じて大きな変

動が見られます。 

 

 

 

 

 

  

実績値 推計値 
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４ 上水道のＬＣＣ 

 

前提条件 （１）

 

 

・今後新たな整備は行わない。 

・整備した年度から法定耐用年数の 40 年を経た年度に更新すると仮定する。 

・更新単価はつぎのとおりとする。 

  導水管 300 ㎜未満：100 千円/ｍ 

  送水管 300 ㎜未満：100 千円/ｍ 

  配水管 50 ㎜以下：97 千円/ｍ 

  配水管 75 ㎜以下：97 千円/ｍ 

  配水管 100 ㎜以下：97 千円/ｍ 

  配水管 150 ㎜以下：97 千円/ｍ 

  配水管 200 ㎜以下：100 千円/ｍ 

 

 

 

シミュレーション結果 （２）

 

40 年間にかかる費用総額は 81.0 億円で、年当たりでは 2.0 億円です。 

 

 

 

  

実績値 推計値 
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５ 下水道のＬＣＣ 

 

前提条件 （１）

 

・今後新たな整備は行わない。 

・整備した年度から法定耐用年数の 50 年を経た年度に更新すると仮定する。 

・更新単価はつぎのとおりとする。 

管径～250 ㎜ m：61 千円/ｍ 

管径 251～500 ㎜：116 千円/ｍ 

 

 

 

シミュレーション結果 （２）

 

40 年間にかかる費用総額は 13.5 億円で、年当たりでは 0.3 億円です。 

 

 

 

 
実績値 推計値 
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５章 課題の整理 

 

公共施設の更新費用の見通し （１）

寿都町は、建築系公共施設 99 施設、176 棟、約 6 万 5 千㎡のほか、道路・橋りょ

う・上下水道等のインフラ系公共施設を保有しています。建築系公共施設については昭

和 40 年代後半から昭和 50 年代前半及び平成元年以降にかけて建設された施設が現在

の施設の大半を占めています。 

今後 40 年間、現在あるすべての公共施設を保有し続けた場合にかかる更新費用は約

244 億円となり、年平均では約 6.1 億円となります。近年の投資的経費の実績は年平

均 5.2 億円ですが、これの 1.2 倍に相当します。このまま現在の公共施設をすべて更新

していくことは困難であり、費用の平準化と保有施設総量の削減を図る必要があります。 

インフラ系施設も、個別に長寿命化計画が策定されているもの以外については、総合

的な公共施設管理計画に位置づけていく必要があります。 

 

将来人口の見通し （２）

寿都町の人口は、国立社会保障・人口問題研究所の推計では、現況の 3,136 人から、

30 年後の平成 57 年には約 45％減の 1,683 人、40 年後の平成 67 年には約 57％

減の 1,351 人とされています。 

寿都町人口ビジョンにおいては、総合戦略における施策効果を期待し、人口減少のペ

ースを落とすような目標を掲げていますが、それでも 30 年後には 33％、40 年後には

39％減と見込んでいます。 

アンケート調査においては、今までのサービスを維持しながらも、将来の人口規模に

合った施設の適正な量や配置へ見直していくことに対して、９割以上の賛同が得られて

います。 

こうした将来の人口減に対応し、公共施設の延べ床面積の適切な調整を検討する必要

があります。 

 

施設の劣化度 （３）

施設の劣化度に関する調査結果からは、昭和 56 年以前の旧耐震基準により建設され

た施設は約１／３が「外壁及び構造体が劣化、大規模修繕が必要」と評価されるなど、

建設年が古い施設の方が大規模修繕の必要性がある施設の割合が高いことが明らかに

なりました。今後、これら古い建物が、大規模修繕あるいは建替時期を迎えることにな

ります。建築年代によっては短期間に大量の建物が対象になります。 

 

町民意向 （４）

公共施設のあり方に関するアンケートの結果から、残していくべき公共施設は「利用

者の多い（稼働率が高い）施設」が最も多数を占めました。一方で公共施設を利用しな

い理由は、「生活上、必要がない」が圧倒的に多く、公共施設の必要性において稼働率

が重要視されていることがわかります。今後は、町民のニーズをより一層重視した公共

施設の管理を進めていく必要があります。 
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６章 公共施設等管理の理念と目的 

 

１ 計画の理念と目的 

 

理念 

本町の公共施設等全体を公共団体の貴重な資産と捉え、町民と問題意識を共有し、協

働で公共施設等の将来の方向性の確立に向けて取り組みます。 

 

公共施設等マネジメントの目的 

本町の公共施設等の整備や維持管理を計画的に効率よく行い、寿命を延ばし、公共施

設の利活用促進や統廃合を進めることによって将来の財政負担を軽減することを目的

にして、住民サービスの水準と健全な行財政運営との均衡を見出します。 

 

本町では、上に示すような、公共施設等マネジメントの理念と目的を定めます。これ

は、将来のまちづくりの第一歩として公共施設のあり方を決めるに当たり、町と町民が

お互いに歩み寄り、ともにふさわしい公共施設のあり方を考えることを目指しています。 

総合管理計画策定を、新しいまちづくりの第1歩と捉えて実行に移していくためには、

以下の 3 点が、公共施設等マネジメントの推進力となります。 

 

①行政の努力：公共施設等の統廃合を含む施策推進により公共施設等に係る経費の削

減と平準化 

②住民との協働：受益者負担の見直し等、住民との協働を得ること 

③民間活力の活用：可能な限り公共施設管理の民間委託の検討を行うこと 

 

２ 計画期間 

 

計画期間 

高度成長期およびバブル期に整備された建築系公共施設の 40 年経過しての改修時期

や土木系公共施設の補修時期が今後 30 年の間に集中することから、計画期間は 40 年

とします。 

 

総合管理計画は、中長期的な視点が不可欠であることから、将来の人口や財政の見通

し等をもとに長期的な視点に基づき検討します。 

前章「公共施設等の現況」から、築 40 年から築 10 年になる公共施設の大規模改修

時期や土木系公共施設の補修時期が今後30年の間に集中することから、計画期間を40

年間とします。 
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３ 策定体制 

 

総合管理計画の策定に当たり、施設課は、施設の各部門を横断的に管理し、施設総体

を把握し、一元的に管理する役割を担います。施設課は、横断的な組織として各部局の

調整機能を発揮し、公共施設等マネジメントの推進について計画の方針の改定や目標の

見直しを行っていきます。 

以下に施設課の役割を挙げます。 

 

①公共施設等に関して各部局全てを横断する位置づけの組織とする。例えば、各部局

に対し、公共施設等の情報収集や調整等の権限を持つ。 

②公共施設等に関して主要業務を一元的に遂行できる機能を持つ。 

③公共施設等に関して自治体の首長を密接に支援できる組織の位置づけである。 

④公共施設等に関して財務部門と密接に連携する。 

 

また、施設課は次の項目を実施していきます。 

①財政との連携：マネジメントの基盤となる財政に関し、財政部局との連携を密にし

ます。 

②町民との協働：町民と行政の相互理解や共通認識の形成など、協働の推進に向けた

環境整備を行います。 

③職員の意識改革：職員一人ひとりが公共施設等マネジメント導入の意義を理解し、

意識を持って取り組み町民サービスの向上のために創意工夫を実践します。 
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４ 公共施設等の品質、コスト、数量に対する数値目標 

 

現状のまま全ての施設を大規模改修・建替していくと、費用不足が発生します。対策

として、つぎの 2 点が求められます。 

・特定の期間に多くの費用がかかることを防ぐための、費用の平準化 

・大規模改修・建替費用を下げるための、保有施設総量の削減 

ここでは、近年の投資的経費実績の水準で、保有する施設量をどれくらい削減すれば、

費用不足がどれくらい軽減されるかをシミュレーションします。 

 

シミュレーションの考え方 （１）

 

・平成 24～26 年度における本町の公共施設等に関する事業費の年平均額 3.9 億円を、

将来にわたり毎年度確保できるものと仮定します。 

・大規模改修・建替単価は 39.0 万円/㎡※（すべて町債を発行し、金利 2％、25 年元利

均等返済を想定）とし、ここから大規模改修・建替費用の総額を求めます。これと上記

3.9 億円の差から、費用の「不足額」を求めます。 

  ※40 年間の大規模改修・建替費用総額 250.0 億円を総施設面積 6.4 万㎡で除したもの。 

・施設の管理運営単価は 3,000 円/㎡とし、ここから管理運営費の総額を求めます。 

・公共施設の保有面積を削減すると 

→大規模改修・建替費用が削減され、「不足額」は小さくなります。 

→施設の管理運営費が削減され、削減分を大規模改修・建替費用に充当することができ

ます。これを「充当額」とします。 

・10、20、30 年後の各時点において、「不足額」「充当額」が均衡する保有面積削減量

を求めます。 

 

表 ６-1 10、20、30 年後の各時点で大規模改修を迎えている施設    （単位：㎡） 

  現在の延床面積 10 年後（H37） 20 年後（H47） 30 年後（H57） 40 年後（H67） 

行政系施設 2,667  2,546  2,667  2,667  2,667  

学校教育系施設 13,611  9,566  13,048  13,611  13,611  

公営住宅 15,069  9,598  13,546  15,069  15,069  

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 7,483  4,422  4,563  7,483  7,483  

町民文化系施設 6,126  5,183  5,406  6,126  6,126  

保健・福祉施設 3,407  585  3,407  3,407  3,407  

医療施設 2,550  600  600  2,550  2,550  

子育て支援施設 1,903  700  700  1,903  1,903  

産業系施設 2,030  1,214  1,897  2,030  2,030  

その他 9,175  4,900  7,944  9,175  9,175  

合計 64,021  39,315  53,778  64,021  64,021  

※上水道施設、下水道施設を除く 
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表 ６-2 10、20、30 年後の各時点で建替時期を迎えている施設   （単位：㎡） 

  現在の延床面積 10 年後（H37） 20 年後（H47） 30 年後（H57） 40 年後（H67） 

行政系施設 2,667  0  2,197  2,546  2,546  

学校教育系施設 13,611  0  0  6,583  9,566  

公営住宅 15,069  0  4,786  9,065  9,598  

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 7,483  0  1,381  1,621  4,422  

町民文化系施設 6,126  0  163  225  5,183  

保健・福祉施設 3,407  31  31  585  585  

医療施設 2,550  0  0  0  600  

子育て支援施設 1,903  0  700  700  700  

産業系施設 2,030  0  0  0  1,214  

その他 9,175  1,805  2,773  4,454  4,900  

合計 64,021  1,835  12,030  25,779  39,315  

※上水道施設、下水道施設を除く 

 

シミュレーション結果 （２）

 

実線は今後 10 年間（～2025（H37））、20 年間（～2035（H47））、30 年間（～

2045（H57））における、削減された施設面積に応じた「不足額」です。点線はそれ

ぞれの期間における施設面積の削減により生じた管理運営費の削減分（＝「充当額」）

です。この実線と点線の交点が、「不足額」「充当額」の均衡点であり、その横軸の値が

その期間までにおける適切な施設面積と考えることができます。 

結果として、2025 年（H37）までの保有面積は現在の 92％（8％削減）、2035

年（H47）までは 76％（24％削減）、2045（H57）まで 70％（30％削減）、2055

（H67）までは 78％（22％削減）となりました。上記を踏まえ、計画期間の施設保有

面積の削減量の目標を以下のように設定します。 

 

施設保有面積の削減目標（案） 

 

平成 57 年（40 年後）までに施設保有面積の 20～30％を削減 

 

 

表 ６-3 施設延床面積の削減 

 ～2025（H37） ～2035（H47） ～2045（H57） ～2055（H57） 

保有面積割合（現在比） 92％ 76% 70% 78% 

削減割合（現在比） 8％ 24% 30% 22% 
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図 ６-1 施設延床面積の削減と不足額・充当額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ６-4 施設延床面積の削減と不足額 

現在面積に

対する割合 

大規模改修・建替費用（億円）（A） 不足額（億円）（A－3.9 億円） 

10 年 20 年 30 年 40 年 10 年 20 年 30 年 40 年 

100％ 4.3  5.6  6.4  5.6  0.4  1.7  2.5  1.7  

90％ 3.9  5.1  5.8  5.0  0.0  1.2  1.9  1.1  

80％ 3.5  4.5  5.1  4.5  -0.4  0.6  1.2  0.6  

70％ 3.0  4.0  4.5  3.9  -0.9  0.1  0.6  0.0  

60％ 2.6  3.4  3.8  3.4  -1.3  -0.5  -0.1  -0.5  

50％ 2.2  2.8  3.2  2.8  -1.7  -1.1  -0.7  -1.1  

 

表 ６-5 施設延床面積の削減と充当額 

現在面積に

対する割合 

充当額（管理運営費削減額）（億円） 

10 年 20 年 30 年 40 年 

100％ 0.0  0.0  0.0  0.0  

90％ 0.1  0.2  0.2  0.2  

80％ 0.2  0.3  0.4  0.4  

70％ 0.4  0.5  0.6  0.6  

60％ 0.5  0.6  0.8  0.8  

50％ 0.6  0.8  1.0  1.0  
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現在の施設延床面積に対する割合（％） 

2025年(不足額) 

2035年(不足額) 

2045年(不足額) 

2055年(不足額) 

2025年(充当額) 

2035年(充当額) 

2045年(充当額) 

2055年(充当額) 

2045年交点 

70％ 

2055年交点 

78％ 

2035年交点 

76％ 

2025年交点 

92％ 
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７章 公共施設等の管理の基本方針 

 

１ 人口減少を見据えた整備更新 

 

本町の人口は今後、減少が見込まれています。新規施設の整備は最小限に抑制し、既

存の公共施設を貴重な財産ととらえ、適切な維持管理によって、できる限り長期間使用

します。 

 

人口動態などに基づいた全体面積・施設規模のコントロール  （１）

 

公共施設の整備・更新時期を迎えることによって、多額の更新費が見込まれます。ま

た、公共施設を適切に維持管理・運営するためには様々な費用が必要です。公共施設全

体の延床面積を、本町の人口や人口構成の変化、費やせる財源などに沿って適切に調整

します。 

また、利用されていない施設の部分を撤去して、耐震性能や通風性などの空間の価値

を高めながら、規模の適正化を図る「減築」といった手法も検討します。 

不要と判断された施設は解体等により延床面積を縮減し、維持更新費の削減を行う。削

減された費用は他の設備の維持更新費に回すことにより、財源の負担を軽くすることを

検討します。 

  

既存公共施設の長期使用と予防保全･機能改善  （２）

 

新耐震基準で整備された公共施設や耐震補強工事を行った公共施設は、定期的に修繕

工事を実施することで長寿命化を図り、将来にわたり有効活用します。特に、有料で貸

し出す公共施設を中心に、不具合発生の都度修理を行う「事後保全」から、事故が起こ

る前に計画的に実施する「予防保全」への転換を目指すことで、既存公共施設を良好な

状態に保つことが大切です。 

また、スロープや手すりなどのバリアフリー対応、太陽光発電設備などの環境対応、

省エネ対策などで時代の要求に即した改修工事を実施することも重要です。 

  

民間への整備費補助と不要施設の売却  （３）

 

近年、公共的な役割を担う主体は多様化しています。行政が直接整備するよりも効果

が見込める場合などには、民間や自治会、社会福祉法人、NPO 法人などに施設整備費

を補助し、公共サービスを提供してもらう方法も考えられます。 

また、廃止した公共施設や不要と判断された施設を積極的に売却し、売却資金を次の

整備費用や改修費用の一部として活用したり、基金として積み立てたりすることで、公

共施設を通じて資金が循環するシステムを構築することが重要です。 
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２ 民間活力の積極的な導入 

 

簡素で効率的な町政運営のため、着実な行財政改革が重要ですが、一方で、町の職員

や財源などの行政資源には限界があります。公共施設の維持管理・運営や新規整備や修

繕工事における資金調達について、多様な主体との協働が求められます。 

 

町民、民間企業、社会福祉法人、NPO 法人などの民間活力の導入  （１）

 

最近では、指定管理者制度、PFI、包括的民間委託など、これまで行政が担っていた

役割を民間などが担う仕組みが整えられてきました。また地方自治法の改正により、こ

れまで認められていなかった行政財産も、一定の条件の下で貸付けができるようになり

ました。 

公共施設の維持管理・運営に、こうした民間活力を積極的に取り入れ、新規整備や修

繕工事への民間資金の活用を積極的に進めることを検討します。公共施設の機能や役割

に応じて、民間企業、社会福祉法人、NPO 法人、自治会、ボランティアなど、多様な

主体との協働を図ることが重要です。 

 

公共施設を核としたコミュニティの醸成  （２）

 

協働の基本的な理念は、地域で必要とされる公共サービスを多様な主体が役割と責任

に応じて担い、対等のパートナーとして連携し、地域にふさわしいまちづくりに取り組

むことです。公共施設は、この町民協働型のまちづくりにおけるコミュニティの核とな

り得るものです。したがって、人口減少によって将来的に公共施設全体の延床面積を縮

減させる場合でも、まちづくりや防災、地域の拠点など、コミュニティにおいて公共施

設が担っている多様な役割に十分留意します。 

 

町民参加による合意形成 （３）

 

公共施設全体の延床面積縮減に伴う施設の統合や廃止に当たっては、住民の理解と合

意形成が重要です。住民にとっては総論賛成でも、自分が利用している施設の統廃合に

は難色を示すことが少なくありません。十分な話し合いと時間をかけての合意形成が必

要です。 
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３ 町民ニーズへの適切な対応  

 

公共施設等は本来、町民の方々に公共サービスを提供するためのツールであり、適切

に利用されて初めてその効果を発揮します。社会経済状況や時間の経過によって変化す

る町民ニーズを的確にとらえ、最大限に有効利用されることを目指します。 

 

用途転用又は複合化による既存公共施設の有効活用  （１）

 

建物は、長期間の存続を前提に整備されるが、その間に公共施設に期待する町民ニー

ズが変化する場合があります。この場合、建物を支える耐久性の高い構造躯体を活用し

つつ、内装のみを改修する「用途(機能)転用」や一棟の建物に複数の機能を盛り込む「複

合化」によって、町民ニーズの変化に適切に対応することが重要です。  

 

公平性に基づく受益者負担の適正化 （２）

 

公共施設の維持管理などに要する経費(コスト)は、自治体の税などの一般財源と施設

利用者による受益の対価(使用料等)から賄われています。公共施設の使用料などは、公

共施設を利用する人としない人との公平性に考慮して施設利用者には公平で適正な負

担を求めることが重要です。また、社会経済環境の変化や利用実態に合わせて、使用料

などを適切に設定する必要があります。 
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８章 公共施設等の管理の実施方針 

 

１ 全体的な管理の実施方針 

 

項目 実施方針 

①点検・診断等の実施方

針 

・施設は、日常点検と定期点検・臨時点検を実施し、点検履歴の

記録は老朽化対策等に活かします。 

・診断等では、施設の安全性、耐久性、不具合性、適法性を必須

項目として実施します。施設の長寿命化を図るために快適性、

環境負荷性、社会性等についても評価を実施します。 

②維持管理・修繕・更新

等の実施方針 

・維持管理および修繕を計画的・効率的に行うことにより、維持

管理費・修繕費を平準化し、建物に掛かるトータルコストを縮

減します。 

・アクションプランに基づく、長期修繕計画、中期修繕・改修計

画を策定し、施設の適法性の管理、インフィル（内装・設備等）

の計画的保全、および施設の統廃合推進方針と整合を図りま

す。 

③安全確保の実施方針 ・重要な評価項目で危険性が認められた施設については、評価の

内容に沿って安全確保の改修を実施します。 

・施設によっては、総合的な判断により改修せずに供用廃止を検

討する場合もあります。 

④耐震化の実施方針 ・旧耐震基準で建築された施設を今後改修しようとする際は、耐

震性を確かめることとします。 

⑤長寿命化の実施方針 ・総合的かつ計画的な管理に基づいた予防保全によって、公共施

設等の長期使用を図ります。個別に長寿命化計画等が策定され

ている場合はそれに準拠します。 

・建替周期は大規模改修を経て 60 年とし、更に使用が可能であ

れば長寿命改修を行って 80 年まで長期使用します。 

⑥統合や廃止の推進方

針 

・７つの評価項目（安全性、機能性、耐久性、施設効率性、地域

における充足率、施設利用率、費用対効果）において診断し、

施設の統廃合及び供用廃止の判断材料とします。 

・町民サービスの水準低下を最小限にするため、種々の施策につ

いてその可能性を検討します。 

⑦総合的かつ計画的な

管理を実現するための

体制の構築方針 

・公共施設等マネジメント推進のための横串機能を持つ組織を構

築します。 
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２ 建築系公共施設（ハコモノ）の管理に関する基本的な方針 

 

 

学校教育系施設 （１）

 

■管理方針 

・町内各小中学校の校舎・グラウンド等の改修を行い、より安全で安心な教育環境の

維持管理に努めるとともに、学校開放での施設の有効利用を推進します。 

・（仮称）寿都町食育センターの整備を進め、学校給食提供の拠点とし位置づけて地

産地消や食育を推進します。 

 

 

町民文化系施設 （２）

 

■管理方針 

・地区会館については、適正管理を行うとともに老朽化等による改修等を検討します。 

 

 

社会教育系施設 （３）

 

■管理方針 

・学習の拠点として文化センター等社会教育施設の適正管理と利活用を推進します。 

 

 

スポーツ・レクリエーション系施設 （４）

 

■管理方針  

・ファミリー体育館などスポーツ施設の改修等を検討します。 

 

 

公営住宅 （５）

 

■管理方針  

（１）ストックの状態の把握及び日常的な維持管理の方針 

今後、予防保全的な修繕や改善などを的確に実施できるよう、次の方針により公営住

宅等の状態を把握します。 

・寿都町が管理している公営住宅等について、建設、修繕、改善等の維持管理データ

を住棟単位で適切に整理します。 

・公営住宅等について定期的な点検を実施し、予防保全的な維持管理に努めます。 

・既存データを活用し、整備、修繕等の履歴に関するデータを整備することにより、
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必要に応じて随時情報を確認できる仕組みを整えます。 

 

（２）長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

公営住宅の長寿命化には、建物の老朽化や劣化による事故、居住性の低下を未然に防

止する予防保全的な維持管理が重要です。そこで次の方針によって、公営住宅等の長寿

命化に向けて取り組みます。 

・定期点検の実施など予防保全的な維持管理に努めるとともに、住棟の耐久性を高め、

ライフサイクルコストの縮減を図ります。 

・定期点検の際は、建物の老朽化や劣化による事故を未然に防ぐためのチェックを行

い、修繕等を適宜適切に実施できるよう必要な箇所の点検に努めます。 

 

（３）公営住宅等の目標管理戸数の設定 

今後の人口の減少等を勘案し、計画期間の最終年度の平成 35 年時点における公営住

宅等の目標管理戸数を概ね 230 戸とすることを目指します。。 

 

 

その他 （６）

 

■管理方針  

・老朽化した教職員住宅については、需要動向を勘案しながら、建替えや除却を検討

します。 
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３ 土木系公共施設（インフラ）の管理に関する基本的な方針 

 

道路 （１）

 

■管理方針 

・国道 229 号の交通安全対策として、線形改良や歩行者空間の確保、吹雪対策、越

波対策など早期に改修されるよう各関係機関に継続的に要望します。 

・市街地地区に沿った道道２路線について、冬期間の除排雪や維持管理を関係機関に

要望します。 

・幹線道路へのアクセス性向上と避難として活用するため、計画的な町道整備に努め

ます。 

 

橋梁 （２）

 

■管理方針  

今後は、橋梁長寿命化修繕計画で策定した修繕計画を基に維持管理を行っていくこと

が望まれますが、定期点検やパトロールなどで橋梁の異常を発見した際には、その状況

に応じて柔軟に対応し、修繕計画を見直しながら運用していくことが必要です。 

 

 

上水道 （３）

 

■管理方針 

・簡易水道施設については、水道水の安定供給のため継続的な漏水調査を実施すると

ともに施設の維持補修費に努めます。 

 

下水道 （４）

 

■管理方針 

・寿都湾の水質保全のため、下水道への加入を促進するとともに、最終処理施設等の

改修と維持管理に努めます。 

 

公園 （５）

 

■管理方針 

・幼児から高齢者までが集まれる小公園の整備を検討するために、既存公園の施設老

朽化対策に努めます。 

 

 

 


